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ISOG-Jの概要概要
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WG3のご紹介紹介

＜発足＞ 2008年7月発足

＜活動テ マ＞＜活動テーマ＞

数多くのセキュリティ関連法規が散在する中、SOC事業者として

日々の事業に関連・影響する法令 省令の意識 活用事例を日々の事業に関連・影響する法令、省令の意識、活用事例を

整理する。

＜活動経緯＞＜活動経緯＞

• ２００９～２０１０年上期

SOC事業者として意識・理解しておくべき法令のリストアップSOC事業者として意識・理解しておくべき法令のリストアップ

(関連法規一覧)、ケーススタディ事例作成

２０１０下期• ２０１０下期～

関連法規を集約した「マネージドセキュリティ事業者のための

を作成
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セキュリティ小六法」を作成



活動メンバー

[順不同・敬称略]

活動

齋藤衛 株式会社インターネットイニシアティブ
武智洋 株式会社ラック
永沼美保 株式会社ラック
川崎基夫 株式会社ラック
雨宮俊 株式会社エヌ ティ ティ デ タ雨宮俊一 株式会社エヌ・ティ・ティ・データ
横内豊樹 エヌ・ティ・ティ・データ・セキュリティ株式会社
早貸淳子 一般社団法人JPCERT コーディネーションセンター早貸淳子 般社団法人JPCERT コ ディネ ションセンタ
徳田敏文 日本アイ・ビー・エム株式会社
出口幹雄 富士通株式会社
国部博行 富士通株式会社
廣瀬悦郎 富士通株式会社
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収録法令選定の考え方録法令選定 考 方

サービス企業が、一般企業・コンシューマ向けにービスを実施する際に関連する法規を
対象として 「自分たちが守る法律」「自分たちを守る」法律を中心に選定

SOCセンタ

建物
・建築法
消防法

対象として、「自分たちが守る法律」「自分たちを守る」法律を中心に選定

一般企業

オペレータ

SOCセンタ

下請法

・消防法
・

インターネット

サービス基盤

タ

・悪意の利用者

・悪意あるサイト

・下請法
・労働基準法
・労働安全衛生法

MSSPサービス(セキュリティに関する) において

「自分たちが守る法律」
・個人情報保護法

「自分たちを守る法律」
・刑法

ビジネス全般
・商標法
・特許法

・通信傍受法
（通信事業者等の協力義務等）

<知っておいたほうが良い法律>

個人情報保護法
・不正競争防止法
・不正アクセス禁止法
・電気通信事業者法
著作権法

法
(電子記録、ウイルス作成・・) 

・プロバイダ制限責任法
(ISP事業者の場合)

迷惑メ ル防止法

・特許法
・独禁法
・不当景品防止法
・民事訴訟法

･会社法
（法定電子公告、期間中は
改ざん等されてはいけない）
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・著作権法
・電波法

・迷惑メール防止法
-電子署名法



各法令の収録・掲載方針各法令 録 掲載方針

「e-gov法令提供システム)」から法令抽出e gov法令提供システム)」から法令抽出

・各法令に付帯される「附則」は原則収録対象としない各法令に付帯される「附則」は原則収録対象としない
ただし、近い将来に施行が予定されているものについては極力
掲載

・事業を行う上での一般法（「労働基準法」「会社法」等）につい
ては MSSP事業に関連すると思われる条文のみを抽出ては、MSSP事業に関連すると思われる条文のみを抽出。

・上記から収録の可否 範囲が判断できないものについては・上記から収録の可否、範囲が判断できないものについては、
法令全文を掲載
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収録法令選定時の課題録法令選定時 課題

・MSS事業者の事業範囲と法令収録、掲載の位置づけ録 載

数ある法令からの掲載範囲を決定時に、参加メンバー企業での

事業範囲(プロバイダ、SOC事業者) から、「自分達が守るべき」事業範囲( イダ、 事業者) から、 自分達が守る き」

「自分達を守ってくれる」法令の扱いに相違が発生。

→結果、掲載法令の分類や目次構成について見直し。結果、掲載法令の分類や目次構成について見直し。

法令集としての客観性を保つ内容とした。

・法令として制定済み、施行・審議中のものの取り扱い

今後施行 改訂が予定されているものについて極力掲載の方向今後施行、改訂が予定されているものについて極力掲載の方向

で検討するも、法案決議／成立タイミングから反映しきれず。
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情報セキュリティ小六法について情報 リ ィ 法

・位置づけ

MSS事業者として事業を行う上で

知っておいた方が望ましい法令の共有

・利用/活用目的

日々の事業として自分達が守るべき、

あるいは自分達を守ってくれる法令

の参照、理解のため

・掲載URL

http://www.jnsa.org/isog-j/activities/result.html
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掲載法令掲載法令

・MSS事業者や電気通信事業者が注意するべき法律

電気通信事業法、電波法(抜粋)、行政手続オンライン化法 等 13法令を掲載

情報セキ リテ の特定の話題に関わる法律・情報セキュリティの特定の話題に関わる法律

不正アクセス禁止法、迷惑メール対策法 等 4法令を掲載

・日本の社会における情報の取り扱いについて述べた法律

IT基本法、個人情報保護法、著作権法、 不正競争防止法の 4法令を掲載

・事業を行う上で認識すべき法律でMSS事業に関わりの深いもの

労働基準法、民事訴訟法、刑法 等からの抜粋
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収録内容(イメージ)録 容( )
【目次】

【各掲載法令/省令】【各掲載法令/省令】

【索引】
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刊行物としての考慮点行物 考慮点

・ LaTeXコンパイル形式を採用

- ドキュメントとしての標準化

- 改編、目次構成変更等

- 索引等、キーワードからの逆引き

利用を考慮

Copyright (c) 2000-2011   NPO日本ﾈｯﾄﾜｰｸｾｷｭﾘﾃｨ協会 Page 11



今後の計画今後 計画

現在刑法改正として審議中の「ウィルス作成罪」等、収録法令

範囲及び分類の拡充について継続検討範囲及び分類の拡充について継続検討

有識者(法律専門家)へのレビュー有識者(法律専門家)へのレビュ

収録法令の活用ケースとしてのケーススタディ事例や小六法
の利用ガイドラインの整備

クラウド事業での取り扱いについて検討クラウド事業での取り扱いについて検討
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【ご参考】ISOG-J WG-2 セキュリティオペレーション技術WG

IPv6 検証報告書 公開IPv6 検証報告書 公開

ISOG-JとJNSA共同検証

セキュリティ/ネットワーク機器のIPv6の機能に関する検証を実施。
特に、SOC事業に関わるエンジニアのIPv6移行に関する問題や取り

組むべき課題についての生の声が見ものです。

ISOG-J 活動成果
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